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⑤当該病院も災害を受け，機能麻痺に陥った状態で
は重症傷病者の高次診断，治療ができない．このよ
うな場合には治療可能な施設へ搬送を行う．また，
傷病者の入院が多数になる場合にも，既に入院して
いる軽症患者の他施設へ搬送を考えなければならな
い．
⑥他地域の集団災害のために後方病院として傷病
者を受け入れなければならない場合，傷病者が多数
の時には上記①～⑤のごとく後方医療を行う．
　以上のような医療の展開を円滑に行うためには，
院内的には医療従事者に対する災害医療に関する教
育の徹底が必要である．そして，行政面では東京都
庁，消防庁の災害救急情報センターおよび隣接医療
機関との連絡網の確立，ヘリコプター搬送を含めた
搬送ルートの整備が不可欠であり，早急な対策が望
まれる．
4．東京消防庁における救急活動体制について
　　　（東京消防庁救急部救急医務課課長）
　　　　　　　　　　　　　　　　上杉耕二
　東京消防庁では，昭和11年に東京消防庁の前身で
ある警視庁消防部時代に救急業務を開始して以来，
60年が経過しようとしています．
　この間，救急業務は社会経済活動が複雑・多様化
する中で，高度化する都民ニーズに対応すべく順次
体制整備が図られ，今日では，182隊の救急隊により
年間40万件を超える救急出場を見ており，都民27
人に1人が救急車を利用するまでに至っておりま
す．
　特に近年は，プレホスピタル・ケアの充実という
社会的要請を受け，いち早く全救急隊に救急救命士
資格者が乗務できる体制を整えるなどその業務の高
度化を鋭意推進しているところですが，このように
都民の期待に応え，着実に成果を収めてこれました
のも，医療関係者の皆様の適切なご指導とご協力が
あったからであると考えております．
　さて，本年1月に発生した阪神・淡路大震災及び
3月に発生した地下鉄サリン事件は，第一線の災害
対応組織である東京消防庁に対しても，様々な面で
問題提起がなされたと受け止めています．特に，阪
神・淡路大震災は，救急業務に関するものだけでも，
医療機関情報をはじめとした情報収集の問題，傷病
者搬送の問題，後方医療施設の確保の問題等々首都
圏直下の大震災を想定した対策を進める上で数多く
の教訓を残したものと考えています．
　現在，東京消防庁では，こうした貴重な教訓を踏
まえ，都衛生局など関係機関と’協議を重ねながら，
震災時の首都東京の被害の軽減のため，地域防災計
画の見直し作業に取り組んでいるところです．
　本日は，東京消防庁の救急活動体制について，平
素の活動体制をご紹介した上で，震災時や多数：傷病
者発生時の救急活動体制のあり方にポイントを置い
て当庁の考え方をお話し，また，医療機関あるいは
医師の立場からのご意見を承りたいと思います．
5．北海道東方沖地震を経験した一自治体病院
　　　（市立根室病院院長）　　　似内　　滋
　ここ数年来日本列島は大・小規模の地震が頻発し
ており，私共も平成5年の釧路沖地震に続き昨年10
月には震度6，マグニチュードでは最大級の8．1と
いう北海道東方沖地震を経験致しました．今年1月，
阪神地方は戦後最大の被害にみまわれました．被災
者の皆様に心からお見舞い申し上げます．
　根室市は人口36，000人，その地形的特徴は太平洋
とオホーツク海に囲まれた半島で，市立病院は市の
中央のやや高台に位置しております．地域センター
病院の指定を受けているとはいえ，ベッド数202床
5階建ての中規模病院です．東京医科大学病院のよ
うな都心の密集地にある高層ビル群に発生する大地
震，それに続く二次災害，更には阪神大震災の被害
状況を思い起こすとき，我々が体験したことの中で
参考になる部分は必ずしも多いとは思われません．
ただ本日の話しを多少なりとも本院及び関連，関係
病院の防災対策の資料にして頂ければ幸いです．
　北海道東方沖地震は平成6年10月4日午後10時
23分に発生しました．院内被害のうち主なものは給
水面詰ンク一基の破損で，流出した水により入院本
館の5階から1階まで浸水したことです．余震等も
考え半数以上の患者さんを1階旧内科病棟に移動さ
せました．次いで対策本部を設置し‘各科各部の責
任者を決め30分毎に被害状況を報告してもらい院
内状況の把握に務めました．救急外来での患者数は
翌朝までに約50名，その多くは切傷で，患者の集中
した時間帯は殆ど全科の医師がその処置にあたるこ
とができました．また透析用給水タンクと一部透析
器の破損のため，翌日透析予定の患者の対処におわ
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